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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、e-learning の持つ多くの特徴の中から、「事前準備の負担削減」、「適用授業の範
囲拡大」、そして「学生数の変動に対応」を重視したラーニング・メソッドの開発を目指してき

たが、概ね、これらの要求を満たすシステムの可能性を示唆することができた。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
The purpose of this study was to build up a plausible e-learning system to meet such 
requirements as easing some burdens of class preparation, expanding the area of possible 
classes, and keeping up with changes of the number of students.  The study showed some 
possibility of designing such systems.  
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１．研究開始当初の背景 
  従来の e-learning コンテンツは、教育
現場で使用しているPC画面と整合がなく、
ワイドサイズに移行する必要性が現場で
は叫ばれていた。 具体的には、設備およ
びコスト、拡張性、柔軟性を維持しつつ、
教員負担を可能な限り軽減するコンテン
ツおよびシステムの開発が早急に必要な
状態であった。 
 
２．研究の目的 
  本研究では、従来のアスペクト比で制作   
されている e-learning コンテンツをワイド
アスペクト比率で制作し、実際の授業に同期
するリアリタイム性と、親和性を重視したツ
ールの開発と、それを授業へ適用してその効
果測定を計測し、広範囲の授業で応用できる
手法を考案することを目指した。 
 
 
３．研究の方法 
 e-learning コンテンツ作成に関わる教員
の負荷を軽減し、実際の授業進行とコンテン
ツ作成とを同期させることを必須条件とし
て、教員の前にワイド画面ビデオカメラを設
置し、撮影した映像をスライドショーととも
に教員の前のディスプレイに合成表示させ
るやり方を採用した。 また、内容に合わせ
てスライドショーの内容を変える連携を維
持するために、動画と静止がとを相互に緊密
にリンクさせる方法を考案した。 これによ
り、モニタ上に表示した教員のビデオ画像と
スライドシー画像をモニタしながら、教員み
ずから情報を上書きするオーバーレイ構造
が可能になる。 
 
 
４．研究成果 

  
 上に示すオーバーレイ構造の実現のため、
ビ デ オ カ メ ラ の 信 号 を  Windows の 
DirectShow 機能でビデオ表示できるビデオ

カードで取り込み、それを液晶タブレットに
表示し、さらにこのオーバーーレイデータを
ワイド高解像度(1240×768画素）ビデオ出力
する次のような構成を作成した。  
 

 
 蓄積用 PC は配信用で、ビデオ映像をスト
リーミングエンコードする機能しかなく、基
本処理は表示用 PC のみで可能である。教室
では画面イメージをそのままプロジェクタ
ーで拡大投影して学生に提示する。ここまで
のシステムはすでに技術的にも運用も可能
となっているが、今回はまずその点を実際の
授業を通じて確認することができた。 そこ
で本システムの課題であった、表示用 PC か
らの送出信号が NTSCビデオ信号形式となる
ということに対してその対処法に取り組ん
だ。 何故なら、これにより 1240×768画素
(WXGA)の画像イメージは、SD 解像度（640
×480ドット：60i）にダウンコンバートされ
るため、PC の静止画データ以外は解像度が
極端に低下してしまうからである。 この問
題を克服するため、本研究では解像度により
余裕のある HD（1920×1080 ドット）および
HDV（1440×1080 ドット）を利用し、パソコ
ンに比較して劣るビデオ解像度の水準を引
き上げることに成功させることができた。 
これにより、パソコン上の合成プロセスを省
略できるため、画質的な優位点を引き出すこ
とができた。 
 実質的なシステムの開発・運用に関しては、
e-Learning システムの前提となるネットワ
ーク環境は、東洋大学のATM回線を利用した。
この回線は東洋大学の各キャンパス（白山、
朝霞、川越、板倉）を実質速度500Kbps以上
でデータ転送可能な設備である。 また、教
室内では情報コンセントによる有線ネット
ワークでなく、5GHz帯（最大伝送速度54Mbps）
の無線LANを設置し、机の数だけの学生数を
限度とする教育環境を構築した。 この設備
についても川越キャンパスなどの一部です
でに導入されているものを利用した。 さら



に自宅からでも授業へのアクセスを可能と
するために、SDSLもしくは光ファイバーによ
る固定 IP アドレス接続を設置できる環境も
整えた。 
そしてこれらのネットワーク環境に配信す
るデータを管理するサーバー、マルチメディ
アデータを作成するビデオ、カメラ、スキャ
ナ、マイクなどを、新しいシステムに適切な
組み合わせを導入してみた。 これにより、
大学の教室とネットワーク回線などは現行
の設備が利用可能になり、その他の主にマル
チメディア機器および関連コンピュータが
新規導入されればこのシステムは現実に動
き出すような状態となっている。 将来的に
は、授業用に最終的にノート PC を利用し、
PC 教室のみでなく学生が持ち込む機種でも
利用できることを考えている。 
 対象範囲は、第一段階：40名規模の一教室、
第二段階：複数教室、第三段階：異なる二つ
のキャンパスをまたがる二教室、第四段階：
異なる三つのキャンパスにまたがる三教室、
さらに自宅学習者を含む規模での学習の四
段階とし、その各段階において、授業パター
ンの分析とモデル化、現状で最適と考えられ
るシステムの評価、授業ツールの見直しなど
を行った。 
 本研究は、e-Learningの持つ多くの特徴の
中から、「事前準備の負担軽減」「適用授業の
範囲拡大」「学生数の変動に対応」を重視し
たメソッドの構築を目指してきた。 開発と
運用とのバランスを考慮した点で、システム
ベンダーによる開発とはアプローチが異な
っており、この新しい e-Learning システム
により、教員側に求められる敷居が下がり、
幅広い大学教育（および学校教育一般）への
利用が促進されると同時に、学生の人的資質
管理（HRM=Human Resource Management）へ
の活用も期待できる。 
 なお、e-Learningのシステム構築および効
果測定対象とした授業は、内容的に
e-Learningに最適とされる「英語教育」およ
び、設備的に最適とされる「情報教育」の二
教科でおこなった。 授業内容、授業スタイ
ルへの依存度、教員側と学生側の資質・熱
意・条件の調査･分析を通して、さらに応用
範囲の拡大を目指した。 また汎用性の高い
ツールと技術の組み合わせを優先し、特定の
設備やコンテンツへの依存度の低いアプリ
ケーションの構築に向け、既存製品を比較評
価する標準尺度の作成にも時間を割いた。 
 その結果、本研究は実学を中心としてきた
大学教育環境を学習スタイルの基本と考え、
現在の大学が直面する諸課題のひとつのソ
リューションとして e-Learning を位置づけ
することができた。 現時点で成功している
とされる e-Learning 事例は、すべて実学と
のブレンディング(Blended Learning)であり、

実学を主体とする大学の授業において
e-Learning を導入する効果は高いであろう。 
また担当教員により差のある授業内容と、学
生側の意欲・能力に応じた授業理解度の底上
げに対応できる意味でも、本研究の意義は大
きかったと思われる。 
 なお、全年度にわたって「専門的知識の提
供」の項目を設けており、各企業における専
門家からメディア変換およびメディア統合
に関する最新知識および技術を導入できる
制度的保証としたつもりだが、実際のシステ
ム構築においては、大学という特殊な環境で
の利用に対する経験が各企業において不足
していることから、今後の研究では各種開発
キットを使って必要なソフトウェアの設計･
開発を自前で行うことを考えている。 
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